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耐震改修を行った既存家屋に係る

固定資産税の減額措置の適用期限の延長について

切迫する南海トラフ地震、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震、首都直下

地震等の発生を見据え、既存建築物の耐震化は喫緊の課題である。

建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第123号）により耐

震診断が義務付けられる建築物の耐震改修が行なわれた場合の固定資産税の

減額措置の適用期限は、従来、令和５年３月31日までの間に耐震改修を完了

した場合とされていたところだが、今般、地方税法（昭和25年法律第226号）

の一部が改正され、適用期限を３年間延長し令和８年３月31日までとされた。

特例措置の内容についての改正点はなく、平成26年４月９日付け国住指第61

号において通知したところと変わりはないため、別添参考について十分留意

いただき、引き続き適切な運用が図られるようご配慮願いたい。

貴職におかれては、貴団体会員に対してもこの旨周知方お願いする。

なお、本通知については、関係省庁とも協議済みであることを念のため申

し添える。
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建築物の耐震改修を促進し、地震発生時における人命・財産の被害の防止を図るため、耐震改修が行われた耐震診断義務付け

対象建築物に係る固定資産税の減額措置を３年間延長する。

施策の背景

○ 切迫する大規模地震から人命・財産を守るため、既存建築物、

とりわけ不特定多数や子ども・高齢者等が利用する大規模建築物、緊急輸送道路等の

避難路沿道建築物（耐震診断義務付け対象建築物）の耐震化は喫緊の課題である。

○ 「令和７年までに、耐震性の不足するものをおおむね解消」するとの

目標の達成に向け、予算措置と相まって、耐震改修を引き続き促進する必要がある。

『経済財政運営と改革の基本方針2022』（令和４年６月７日閣議決定）
近年の災害を踏まえ、・・・建築物の安全性向上、・・・等を推進

『防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策』及びこれに基づく中長期目標一覧（令和２年12月11日閣議決定等）
住宅・建築物の耐震化による地震対策 ※中長期の目標：耐震性の不足するものをおおむね解消（令和７年）
耐震診断義務付け対象建築物の早期の耐震診断・耐震改修を図り、地震による崩壊・倒壊を防止する。

『国土強靭化基本計画』（平成30年12月14日閣議決定）
住宅・建築物の耐震化については、・・・住宅や耐震診断義務付け対象建築物の耐震改修等に対する支援措置・・・などのあらゆる手法を組み合わせ、耐震化を進めていく

≪関連≫社会資本整備重点計画（令和３年閣議決定）、国土強靭化年次計画2022（令和４年国土強靭化推進本部決定）等

特例措置の内容

【固定資産税】耐震診断義務付け対象建築物で耐震診断結果が報告されたもののうち、

建築物耐震対策緊急促進事業の補助を受けて耐震改修工事を完了したものについて、

工事完了の翌年度から２年間、税額を1/2減額（改修工事費の2.5％を限度）。

令和５年４月１日～令和８年３月31日

＜耐震改修工事の例＞

補強材（筋かい）の設置

特例措置

適用期限

地震により崩壊した大規模店舗
（写真提供：神戸市、国土交通省にて一部加工）

※建築物耐震対策緊急促進事業の補助を受けた方向け

耐震改修が行われた耐震診断義務付け対象建築物に係る税額の減額措置（固定資産税）


